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第３章 用途別実態把握 第４章 地域別実態把握

各地域ごとの人口構成変化、少子高齢化の進行状況、生産年齢人口の減少に伴う税収への影

響、さらには地域ごとの施設整備の状況と行政需要や市民ニーズ等のバランスを検証し、社会

環境の変化に応じた公共施設の更新に向け、選択と集中に基づく、優先順位付けを行う必要が

ある。

市民利用の多い15区分の施設について、

公共施設の建物状況、利用・運営状況、コ

スト状況を総合的に把握し、検討の視点と

して整理した。

� 広域対応施設

庁舎等、文化会館等施設、美術館等施設、

産業系施設、観光施設、福祉施設、

スポーツ施設、図書館、市営住宅

� 地域対応施設

庁舎等、公民館、コミュニティセンター、

集会施設、小学校・中学校、保育園、

放課後児童クラブ

5地域15区域について、公共施設の配置

状況及び保有機能と、将来の人口予測等

を重ね合わせ、検討の視点として整理した。

� 今市地域

（今市地区、落合地区、豊岡地区、

大沢地区、塩野室地区）

� 日光地域

（日光地区、小来川地区、清滝地区、

中宮祠地区）

� 藤原地域

（藤原地区、川治地区、三依地区）

� 足尾地域

（足尾地区）

� 栗山地域

（栗山地区、湯西川地区）

※用途ごとのまとめについては、364ページ

以降に記載してあります。

※地域ごとのまとめについては、367ページ

以降に記載してあります。

第５章 保有資産の有効活用 

１ 課題等のまとめ    

（１） 施設から見える課題の整理 

第 3 章では用途ごとの実態と検討の視点から見えてくる課題、第 4 章では地域ごとの実態と検

討の視点から見えてくる課題を把握しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※第３章で整理した用途ごとの検討の視点ついてま

とめたものを、358 ページに記載してあります。 

※第 4 章で整理した地域ごとの検討の視点ついてま

とめたものを、358 ページに記載してあります。 
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■ 施設から見える課題の整理（まとめ） 

今回の白書では、用途別の実態や地域別の実態を把握するため、例えば、用途別では、施設面で

安全性の問題・老朽化問題・維持管理コストがどのくらいかかっているのか、施設の利用状況はど

うか、運営面ではどのように運営されているのか、地域別では、将来の人口予測等と公共施設の配

置状況と保有機能はどうか、など様々な視点から見えてきた課題や今後の方向性について、整理し

ました。 

ここでは、それぞれ整理した課題や今後の方向性の中から、全体的な共通事項についてまとめて

あります。そのため、施設の区分ごとや地域ごとについては、第３章及び第４章に記載してありま

すので、そちらを参照してください。 

なお、今回、第 3 章の用途別実態把握を実施していない施設については、今後、同様の状況把握

をすることになります。 

  

●●●●用途別実態把握用途別実態把握用途別実態把握用途別実態把握のののの課題課題課題課題    

（施設状況） 

・ 施設の耐震安全性が確保されていない施設があることから、早急な対応が必要である。 

・ 耐震安全性は確保されているものの、老朽化が進行している施設があることから、大規模改修

等の検討が必要である。 

・ 合併により機能が重複していることから、効果的・効率的な施設のあり方について検討が必要

である。 

（利用状況） 

・ 施設の利用状況が非常に低い施設があることから、他の施設への機能移管や統合等を含めた検

討が必要である。 

・ 施設の利用状況が、当初の設置目的とかい離している施設があることから、施設のあり方や施

設の有効活用について検討が必要である。 

（運営状況） 

・ 利用者１人（１件）当たりのコストが高い施設があることから、コストの削減につながる利用 

率の向上に向けた検討が必要である。 

・ 施設保有するだけでもコストが発生することから、施設の保有や運営方法について検討が必要

である。 

 

●●●●地域別実態把握地域別実態把握地域別実態把握地域別実態把握のののの課題課題課題課題    

・ ５地域又は 15 区域ごとに大きく異なる地域の特性や今後の人口動態の変化に対応した公共施

設サービスのあり方について検討が必要である。 

・ 地域ごとの保有施設の構成に違いはあるものの、市民１人当たりの床面積に大きな差が生じて

おり、公平性に配慮した施設配置の検討が必要である。 
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（２） 施設を取り巻く課題の整理 

施設から見える直接的な課題に加え、人口減少や高齢化の進行、税収減等に伴う財政への影響と

いった、当該施設を取り巻く課題があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

� 過去20年間では約7,000人程度の緩や

かなスピードでの人口減少であったが、

今後20年間では約23,000人を超える急

激なスピードで人口が減少していくこと

が予想される。

� 過去20年間が高齢者人口の増加に伴

う高齢化率の上昇であったことに対して、

今後20年間は、高齢者人口に大きな変

動がないと予想されることから、総人口

の減少に伴う相対的な高齢化率の上昇

になる。

� 2030年には高齢者人口の割合が38％

に上昇する一方で、生産年齢人口が

53％、年少人口が9％と深刻な少子高

齢化の時代を迎える。

財政状況財政状況財政状況財政状況人口人口人口人口状況状況状況状況

� 合併に伴う財政支援の終了や人口減少

による税収の減が懸念される。

� 一方で、少子高齢化に伴う扶助費が

年々増加傾向にあり、今後も拡大する

ことが予想される。

� 投資的経費は、合併特例債やダム事業

（平成23年度終了）の補助金により、近

年、高水準となっているが、合併特例債

終了以降はより一層の経費の圧縮が必

要になる。

� 人口構成の変化や市民ニーズの変化に対応した社会資本整備の必要性

� 社会保障費の増大等

� 財政力に見合った財政運営

� 生産年齢人口の減少等による税収の減少

� 地球環境問題への対応

� 防災機能の向上



第 5 章 保有資産の有効活用 

 

 360 

２ 資産の有効活用の必要性 

現在、市の一部の公共施設は、老朽化が顕著で建替えや大規模改修が急務となっています。しか

し、現下の厳しい財政状況の中では、計画的に財源を確保し、他の施策への影響を考慮しながら進

める必要があります。つまり、今後の行政サービスの在り方や公共施設についての全体方針を策定

することで、限られた予算を適正に配分し、優先度に応じて計画的・効果的に施策を進めていかな

ければなりません。 

そこで、公共施設の効果的・効率的な運営と有効活用の具体策としては、次に示す（１）から（４）

を基軸にした、８つの項目に基づき総合的に検証していく必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・各部門横断的利用・各部門横断的利用・各部門横断的利用・各部門横断的利用

・利用機能の見直し・利用機能の見直し・利用機能の見直し・利用機能の見直し

・他用途への転用・他用途への転用・他用途への転用・他用途への転用

・遊休施設の外部利用・遊休施設の外部利用・遊休施設の外部利用・遊休施設の外部利用

①

使用形態・利用形態

の見直し等による効

率的利用

・整備方針の見直し・整備方針の見直し・整備方針の見直し・整備方針の見直し

・優先度判定・優先度判定・優先度判定・優先度判定

（建替・改修・事業方針の判断）（建替・改修・事業方針の判断）（建替・改修・事業方針の判断）（建替・改修・事業方針の判断）

・維持管理コスト削減・維持管理コスト削減・維持管理コスト削減・維持管理コスト削減

・施設の長寿命化・施設の長寿命化・施設の長寿命化・施設の長寿命化

⑤

建物のライフサイクル

を通じた効率化等

（新規整備時・継続整備時）（新規整備時・継続整備時）（新規整備時・継続整備時）（新規整備時・継続整備時）

・自ら所有・自ら所有・自ら所有・自ら所有

・賃借・賃借・賃借・賃借

・自ら運営・自ら運営・自ら運営・自ら運営

・一部アウトソーシング・一部アウトソーシング・一部アウトソーシング・一部アウトソーシング

・運営の外部化・運営の外部化・運営の外部化・運営の外部化

（指定管理者制度等）（指定管理者制度等）（指定管理者制度等）（指定管理者制度等）

・スペースの有効活用・スペースの有効活用・スペースの有効活用・スペースの有効活用

・共用化・集約化・共用化・集約化・共用化・集約化・共用化・集約化

②

保有形態の見直し等

による効率化

③

運営面の効率化

（業務改善）

④

スペースの

効率的利活用

・重点投入すべき分野・重点投入すべき分野・重点投入すべき分野・重点投入すべき分野

の明確化の明確化の明確化の明確化

・評価結果の予算への反映・評価結果の予算への反映・評価結果の予算への反映・評価結果の予算への反映

⑧

予算面

・施設の集約化・合同化・施設の集約化・合同化・施設の集約化・合同化・施設の集約化・合同化

・統廃合・統廃合・統廃合・統廃合

・総量の圧縮・総量の圧縮・総量の圧縮・総量の圧縮

⑥

集約化・合同化等による

効率化

・・・・ITITITIT化による業務の変化化による業務の変化化による業務の変化化による業務の変化

・・・・ITITITIT化による施設変化化による施設変化化による施設変化化による施設変化

⑦

情報化等による

効率化

（新規整備時・継続整備時）（新規整備時・継続整備時）（新規整備時・継続整備時）（新規整備時・継続整備時）

・自ら所有・自ら所有・自ら所有・自ら所有

・賃借・賃借・賃借・賃借

・自ら運営・自ら運営・自ら運営・自ら運営

・一部アウトソーシング・一部アウトソーシング・一部アウトソーシング・一部アウトソーシング

・運営の外部化・運営の外部化・運営の外部化・運営の外部化

（指定管理者制度等）（指定管理者制度等）（指定管理者制度等）（指定管理者制度等）

・スペースの有効活用・スペースの有効活用・スペースの有効活用・スペースの有効活用

・共用化・集約化・共用化・集約化・共用化・集約化・共用化・集約化

②

保有形態の見直し等

による効率化

③

運営面の効率化

（業務改善）

④

スペースの

効率的利活用

・重点投入すべき分野・重点投入すべき分野・重点投入すべき分野・重点投入すべき分野

の明確化の明確化の明確化の明確化

・評価結果の予算への反映・評価結果の予算への反映・評価結果の予算への反映・評価結果の予算への反映

⑧

予算面

・施設の集約化・合同化・施設の集約化・合同化・施設の集約化・合同化・施設の集約化・合同化

・統廃合・統廃合・統廃合・統廃合

・総量の圧縮・総量の圧縮・総量の圧縮・総量の圧縮

⑥

集約化・合同化等による

効率化

・・・・ITITITIT化による業務の変化化による業務の変化化による業務の変化化による業務の変化

・・・・ITITITIT化による施設変化化による施設変化化による施設変化化による施設変化

⑦

情報化等による

効率化
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のののの
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活
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有

効

活

用

有

効

活

用

有

効

活

用

にににに

関関関関

す

る

す

る

す

る

す

る

検

討

項

目

検

討

項

目

検

討

項

目

検

討

項

目

公共施設の効果的・効率的な運営と有効活用（公共施設マネジメント）公共施設の効果的・効率的な運営と有効活用（公共施設マネジメント）公共施設の効果的・効率的な運営と有効活用（公共施設マネジメント）公共施設の効果的・効率的な運営と有効活用（公共施設マネジメント）

（１） 個々の施設の老朽化が顕著であるため、建替えや大規模改修さらには施設の長寿命化等

を含め、早急に公共施設及び行政サービスのあり方についての全体方針を立てる必要があ

る。

（２） 目的別の整備には限界があるため、横断的、総合的な公共施設の機能の見直しや複合化

など施設配置のあり方を検討する必要がある。

（３） 公設・公営の発想をかえていく必要がある。

（４） 地域の特性・ニーズに応じた公共施設の配置・運営等に配慮しつつ、効率化を進める必要

がある。

具体的には…
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３ 今後の取組み 

公共施設マネジメント白書の作成後には、公共施設マネジメント実現に向けた具体的な計画（改

善策）づくりにつなげていく必要があります。つまり、公共施設の実態（現状や課題）とそれに基

づくマネジメントの方向性等をまとめた公共施設マネジメント白書の内容を踏まえ、具体的な施設

の整備・管理・運営にかかる改善策を多面的な視点から検討する必要があります。 

また、改善策の検討とともに、施設の老朽化等の状況の詳細な把握や、建物情報の一元化を図る

ためのデータベースを構築し、今後発生することが予測される建物の詳細なコストを把握しなけれ

ばなりません。 

そのため、市では、公共施設だけでなく、インフラ資産も含めた市の保有する資産全体について

状況を把握し、「公共施設改善計画（（仮称）日光市公共施設マネジメント計画）」としてまとめ、

公共施設の有効活用と改善に向け取組んでいきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

財政状況を踏まえた検討財政状況を踏まえた検討財政状況を踏まえた検討財政状況を踏まえた検討    

改善改善改善改善方針方針方針方針の検討の検討の検討の検討・作・作・作・作成成成成    

○用途ごと・地域ご

との課題の改善策

を総合的に検討 

・利用方法の見直し 

・運営面の効率化 

・集約化・複合化 

・長寿命化の検討 

○白書に示す公共施設以

外のインフラ資産を含

めた検討が必要 

・全体量の把握 

・改修等のコスト把握 

インフラ資産の実態把握インフラ資産の実態把握インフラ資産の実態把握インフラ資産の実態把握    

河川・橋りょう・道路・

上下水道・駐車場・公園 

インフラ資産とは

 

「公共施設マネジメント白書」で明らかになった公共施設の現状と課題を公表する。 

今後は、この白書を参考に、公共施設を有効活用していくための方針や財政状況を踏

まえた改善策を検討し、具体的な改善計画を作成していく。 

今後の取組み 

 

白書白書白書白書    

 
基本方針基本方針基本方針基本方針・・・・改善方針改善方針改善方針改善方針    

アクションプラン（アクションプラン（アクションプラン（アクションプラン（改善計画改善計画改善計画改善計画））））    

公共施設マネジメント公共施設マネジメント公共施設マネジメント公共施設マネジメント    

公共施設の実態把握公共施設の実態把握公共施設の実態把握公共施設の実態把握    

○白書に示す公共施設

の実地調査 

・老朽化・劣化状況 

・建物管理コスト把握 

・改修等のコスト把握 

マネジメントマネジメントマネジメントマネジメントのののの基本基本基本基本方針の検討・作成方針の検討・作成方針の検討・作成方針の検討・作成    

公共施設公共施設公共施設公共施設マネジメントマネジメントマネジメントマネジメント計画計画計画計画    
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